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　当機構は去る９月27日、東京・麹町
にあるルポール麹町において、平成20
年度道路関係予算概要求等説明会を開
催。国土交通省道路路政課長・内海英
一氏、国土交通省道路局総務課企画
官・長橋和久氏、政策研究大学院教
授・加藤久喜氏をお迎えし、道路行政
をめぐる最近の諸課題、平成20年度道
路関係予算概算要求等の概要、道路空
間の新たな利活用に向けた今後の展望
について講演が行われました。
　お話しの概要は次の通り。

１ 　�道路行政を巡る最近の諸課題

国土交通省道路局路政課長
� 内海英一氏

１－１�　道路特定財源の見直しに関す
る具体策

　道路行政をめぐる最近の諸課題につ
いてご説明いたします。まず、道路特
定財源の見直しに関する具体策として
次の５つがある。

①�　一般財源化の議論がある中で、真
に必要な道路については計画的に整
備を進め、平成19年中に今後の具体
的な道路整備の姿を示した中期計画
を作る作業中。
②�　平成20年以降も暫定税率による上
乗せ分を含め、現行の税率を維持。
③�　現在、財源特例法に基づいて税収
の全額を毎年度の道路整備費に充て
るということを義務づけています
が、現在の仕組みを改めるというこ
とで、平成20年度の通常国会に法改
正を提出。
④�　道路歳出を上回る税収について
は、一般財源にする。
⑤�　既存の高速道路ネットワークの有
効活用、機能強化のための新たな措
置とあり、高速道路の料金の引き下
げ等納税措置につき、20年の通常国
会に法案を提出する予定。

１－２�　社会資本整備審議会道路分科
会建議

　今後めざす社会の実現に必要な道路
政策として、次の４つがある。
①�　東アジアの経済成長を活かした国
際競争力の強化
②�　少子高齢化における活力ある国民
生活の創造
③　安全で安心な社会の実現
④�　環境問題への積極的対応
　ここで道路政策の改革の視点とし

て、ストック、あるいは既存のネット
ワークを延長していくという姿勢とし
て次の４つを強く打ち出している。
①�　高齢化する道路ストックに対応し
た戦略的道路管理
②�　既存ストックの徹底的な利活用
③�　地域の人々と共に進める道路・沿
道空間の再生
④�　プライオリティの明確化によるス
ピーディな事業展開
　安全で安心な社会の実現のためにス
トック活用の観点から、予防保全とい
う考え方を明確化。大体、アメリカの
資本整備から30年遅れて日本の道路整
備が進展。現在、構造物で50年建って
いるストックは６％だが、これが10年
後には２割が50歳以上のストックにな
り、20年後には５割近くが50歳以上の
ストックになる。その時にどう考える
か。
　従来であれば事後保全という考え方
で、大体60年位までは使えるだけ使っ
て、そこで一気に更新する予定だった
が、今後はもっとマメに点検し、その
点検に応じた補修を行うことで、構造
物の長寿命化を図る。それによって、
ライフコストも縮減させることができ
ることになる。
　ちなみに、ざっと調べた結果では現
在、自治体の中で全体で見れば定期点
検をルール化していないところが８
割。市町村では９割がルール化してい
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ない。こうした状況を今後、どう変
え、道路管理者として責任ある予防保
全を徹底していけるか今、大至急検討
中である。

１―３�　地域ニーズに即した柔軟な道
路管理にするための改正を

　次に、改正道路法の施行について説
明。今回の道路法改正は、都市再生法
の一部改正として行ったが、従前から
言っている「道路ルネッサンス」を具
体化するもので、地域ニーズに即した
柔軟な道路管理にするための改正をし
ている。それに伴って、いろんな地域
の工夫が行われ、ビジネスチャンスも
出てくると考えている。
　まず、市町村の代行制度。基本的に
道路管理の仕組みは、国道、県道、市
町村道と縦に管理者が分かれている
が、市から見た場合、自分の地域の国
道、県道も含めて一体的に道路管理し
たいというニーズも相当ある。それに
対応するために、指定区間外国道、都
道府県道について、市町村が本来の道
路管理者と協議し、市町村のほうで事
業ができるという仕組みを導入した。
具体的には、歩道や自転車道等の新
築・改築・修繕、あるいはそれに伴う
不足物の整備である。
　たとえば、駅前を市が国道・県道を
含めて一体的に道路管理者がいない時
に整備したい、あるいは通学路を整備
する時に市町村道だけでなく、都道府
県道・国道を含めて一気に整備したい
など。そんなニーズに対して、それが
きちんとできるように整備した。
　最初にどんな事業をやるか決めてい
ただき、その際に道路管理の権限も市
町村が代行可能。広域決定や、工事の
ための通行禁止、あるいは共同溝の計
画の策定、占用許可等を本来の管理者
に成り代わって市町村ができる。
　これは市町村による要請制度で、特
に交通安全関係のメニューでは、法律

上の要請ができ、要請を受けた側が遅
滞なく判断してきっちり対応すること
になる。
　次は利便施設の管理協定制度であ
る。今は道路区域とその外側を切り分
けて、道路管理者は道路区域の中しか
手が出ないが、実際には都市空間を形
成する仲間として、道路と沿道は切っ
ても切れない関係で、そこを一体的に
管理したいというニーズも相当ある。
　沿道区域では、たとえば総合設計で
公開空地を造った時に、公開空地が舗
道上につながっているというイメージ
だが、そういう時にこの道路と沿道と
を一体的に管理できる仕掛けを作り、
これらを協定に基づいて道路管理者が
管理できるようにする。実際の清掃は
沿道施設の消費者が行うが、費用負担
は道路管理者でやり、協定の内容は
ケースバイケースで適宜決めていただ
き、それを自由にできるように仕組
む。
　また、今でも住民団体が美化緑化活
動を大変熱心にされているが、活動の
一環として花壇やフラワーポットを設
けるという時に、やりやすくなるとい
う仕組みだ。住民団体の活動を応援す
る意味と、道路の法令という意味では
現在、占用物件は全て邪魔者だから、
できるだけ道路にないほうがいいが、
道路の外に余地がないときに限って認
めてあげるという思想だ。占用物件の
中にもいい物件があり、道路管理に役
立つ物件について、道路外に余地がな
くてやむを得ない場合は、認めようと
いうことで、思想的に一歩前進した制
度になっている。
　有料駐輪場の制度についてだが、平
成17年に道路管理者の付属物として路
上の駐輪場を造るという仕組みを設け
たが、無料化が前提だった。一方で、
道路周辺では自治体なり民間で有料の
駐輪場を整備。昨年、駐輪場を設けた
が、こういったものは自治体や、NPO

が有料で作る。そうした時に道路付属
物だけが無料だと民業を圧迫するた
め、そんなことがないようバランスの
取れた成果ができるし、自治体として
も多少なりとも財源措置が欲しいとい
うニーズに対応するために、有料の駐
輪場制度を設けた。

１－４　占用料の見直しについて

　道路使用料について、この秋に道路
法の施行令を改正し、準備期間、周知
期間をおき、来年４月から占用料の改
定を施行していきたい。今の占用料は
平成６年を基準にして８年度にやって
おり、この間の地価の下落、あるいは
市町村合併の推進という社会情勢の変
化を反映させる必要があり、今般見直
しを行う。一言で言うと、道路価格の
ほうは、たとえば平均値で見ると平成
６年から比べ、平成10年を100にする
と17年は51ということになり、大きく
下落した。
　その中での占用は、基本的には地代
というか賃料なので、まず賃料を決め
ようと。ただし、賃料のデータはすぐ
にでないので「地価×使用量率」とい
う形で、どこでも計算できるように使
用料率を決めるというのがミソであ
る。
　使用料率について、従来は財務省が
作ったデータを使えばよかったが、そ
れが廃止されたので、今回国土交通省
で独自に調査し、その調査に基づいて
使用量率をはじいている。使用料率
3.6という数字である。ちなみに、定
額物件というのは電柱やガス管みたい
に大量処理するもの。定率物件という
のは、たとえば高架下駐車場みたいに
その都度、地価に使用料率を掛けて計
算するというものだが、基本的には率
をつかう。結論的には地価の下落ほど
は大きくないけれども賃料も下がって
いる。それを反映した形で定額物件に
ついては推進が引き上がることにな
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る。
　一方、定率物件については、料率自
体は上がるが、地価が下がっているの
で、大体平成11年位の水準になると考
えている。個別の広域事業者の皆様に
はご説明をし、合意形成をしている
が、また今後、政令を作っている段階
で、ご相談をさせていただくことにな
る。
　今、道路状勢は非常に大きな転換期
である。これまで以上に民間とも強く
連携しつつ、いい道路、あるいは道路
空間を作っていきたいと考えている。

２ 　�道路空間の新たな利活用に向
けた今後の展望等について

政策研究大学院大学教授
� 加藤久喜氏

２－１�　「道路ルネッサンス研究会」
を出発点にして

　まず前提として、道路の整備のニー
ズはまだまだある。これは紛れもない
事実であり、国全体としても投資力が
ない、お金がないと言うことであれ
ば、地域活性化、あるいはその景観な
どについては、民間の活力を使ってい
かなければいけない。
　道路ルネッサンスの前に当然、道路
の五計があり、五計の前には全総とい
う話があるのだが、四全総までは事業
費の書き込みがあり、額でいくらとい
うことを示せたが、平成10年度に作ら
れた国土のグランドデザインでは、額
の例示もなかった。道路の重点計画は
2003年にできているが、これは計画が

できてから初めて投資額が減ってい
る。
　国民のニーズが多様化しているとい
うことで、車を道路の上に走らせると
いうだけではなくて、やはり国民の価
値観が変わる中で、景観や地域の賑わ
いに力を入れなければいけない。これ
は国が道路特定財源でお金を取って国
が全部やればいいかというと、そこは
やはり、地方と一緒にやろうというこ
とで、道路ルネッサンス研究会の報告
が出て、道路法の改正ということに
なった。

２－２�　地域活性化、環境、情報提供
サービス、安心安全、省エネ

　方向性として５つ。まず第１に地域
活性化。これは社会実験で始まってい
るが、オープンカフェとかパレードと
かそういう地域活性化の所をどういう
風にオーソライズしてルール化できる
かということだ。
　２番目が環境。とくにCO2の話とか
ヒートアイランドと言った形で、道路
もかなりの面積が都市内にあるので、
どういう光景ができるのか。
　３番目として、情報提供サービス。
たとえばいろいろな情報を出したり、
広告を出したりということでも、かな
りポテンシャルがあるのではないか。
　それから安全安心という意味では、
交通事故という事でなく、自然災害の
際とか通学の際にどうするかというこ
とで、たまり空間をどう使うかという
こと。それから最後の省エネとか新エ
ネルギーということで、太陽光発電と
か風力発電というのが霞ヶ関の議員会
館の前にもあるが、それをどういう風
に受け入れていくかということを、方
向性として５つある。
　それを受けてどういう方向に行くか
と言うことで、課題がいくつかある
が、いずれにしてもルール化ができて
ないということで、そこをきちんと

やって頂かないとなかなか民間でも使
えないということがある。提言として
下記の４つを紹介する。
　要は道路空間をどう使うかというの
が１つ、もうひとつは環境対策という
ことで何ができるか。
　まず１つが主体の話で、一体利用と
いうことで、沿道とどういう風に一緒
になるか。道路管理と一緒に街路とか
植樹をやれば効率的だが、それが全体
の街づくり像とどういう風に関連して
いけるのか。
　それから空間としては、たまり空間
地域活性化ということで、先々として
は、ロケーション、たとえば撮影で
使ったり、ライトアップしたりなど必
要である。実際にお金がなくなってく
るので、広告ビジネスとして広告を出
す際にも、無駄は極力やらないことと
いう発想の転換が必要で、これをどう
いう風に位置づけられるかということ
だ。
　それから、これを利用する際に、使
い方の話として、ひとつはハードの面
で構造基準の中でどういう風に位置づ
けていただけるかという話である。そ
れから造ったあとのソフトをどうやっ
て制御するか。たとえば中長期にある
ような低公害車の、たとえば電気の供
給施設だとか、天然ガスとかエタノー
ルとかは、環境負荷の低減に役立つの
だが、それに支援できるか。電気もエ
タノールも特定財源を払ってないの
で、結局特定財源との関係をどうする
かということになってくると思うが、
そういうことが今後の進める話として
ある。特に市街地の民間との一体的な
活用ということを今後、力を入れて勉
強していいアイデアを出せば、色々反
映していただけると期待している。
　規制改革会議でまさにそういう議論
が出ている。経済効率の高い都市の創
造ということで、「限られた空間の有
効活用を諮り高い都市を創造する」
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と。高度化すればいいと言うわけでは
ないが、民間の方が整備をされる際
に、うまくいってないと言うことは事
実なので、周辺も含めた一定規模の街
区全体の環境改善をする場合には、道
路空間を立体的に使っていいのではな
いか。たとえば街区と街区の間に通路
を設けて橋を渡してもいいのではない
か。現行でもやむを得ない時はできる
という規定もあるようだが、それをど
のようにルール化していくのか。それ
をつなげることで、一定の敷地の規模
とできないような開発を街の中ででき
るということで、これをどんどん進め
ていったらいいのではないかと私とし
ては思っている。
　それで、国土交通省においてもこれ
まで以上に積極的にそういうニーズを
把握してほしいと言うことで、皆さん
もニーズがあれば、どんどん出して
いったらいいのではないかと思う。
　具体的な施策であるが、立体的に可
能となる場合と、そのための手続きを
明確化するために、どうしても１回１

回、協議を重ねるとなかなか前に進め
ず、結果も見えないので、開発に躊躇
する場合も多いが、この辺を明確化
し、どういう場合にこういう立体的な

利用ができるかということを整理して
言って頂くと、民間のほうも使いやす
くなるのではないかと思う。
　また、道路政策の提言が出ている

バリアフリー、景観、防災、地域の賑わいなど道路に対する国民の多様なニーズに対応するため、沿道
と連携した空間の形成に関する柔軟な制度の構築が必要

道路法改正に関係する公表事項について

○道路ルネッサンス研究会（平成18年７月10日（報告書のポイント））

ギャップ

戦後の道路

・�自動車交通が最優先され、他の機能は考慮されず
・�道路区域と区域外が明確に区分され、地域と道路
との一体性が希薄化
・�道路区域内は道路管理者が一元的に管理してお
り、道路管理者以外の者の参画の枠組みが不十分

道路に対する国民のニーズの多様化
〈背景〉
　・国民の価値観やライフスタイルの変化
　・情報社会の進展
　・国民の参加意識やボランティア意識の高まり
　・地域に根ざした特色あるまちづくりの進展

など

①沿道との一体的利用
　　短　期�　環境負荷の低減に寄与する施設、備蓄空間、たまり空間等の

一体的管理
　　中長期�　道路と沿道空間を一体的に活用するビジネスが展開できるよ

うな仕組み
②道路空間の利活用
　　短　期�　地域の防犯に資するたまり空間整備や地域の活性化に資する

ような利用を踏まえた歩道整備
　　中長期�　ロケーション支援や都市のライトアップ等の更なる要件の緩

和や手続の簡素化、広告ビジネスを活用した道路附属物、道路
占用物件等の修景、整備

③道路構造基準
　　短　期�　更なる緑化等を可能とする道路構造基準の設定
　　中長期�　日陰シェルターや地中との熱交換によるヒートアイランド対

策など道路以外の環境負荷を軽減するための道路構造基準の設
定

④道路空間の占用基準
　　短　期�　情報提供システム等の道路空間への設置が可能となる占用基

準の緩和
　　中長期�　地域の環境負荷低減低公害車の普及促進を図るための設備や

新しい充電システムの装置の道路空間上への設置
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が、これは国土交通省の建議だが、
「地域の人々と共に進める道路沿道空
間の再生」ということで、これまで交
通機能をメインにやってきたものにつ
いて、空間機能も最低限に発揮すると
言うことで、道路と沿道空間の一体的
な活用とか、地域住民・NPOとの連
携・共同と言うことで、今の時代はむ
しろ一緒にやっていく、場合によって
は民のほうで主体になって、やって頂
くということで、そういう形のものを
どんどん民間のほうから提言して、取
り込んでいって頂くのがいいのではな
いか。
　具体的な事例で、武蔵野線に新しい
駅を造っており、区画整理で調整して
一緒に造るというもので、道路をまた
いで商業施設を連結している。それか
ら、他のショッピングセンターでも道

路と道路の間を通路で３本つないでい
る。これはかなり大きなショッピング
センターなので、力もあるし、ある程
度事例も積み重ねているので、調整な
どもできるかもしれない。ただ、こう
いう形でなくて、もっと中小の企業の
方だったり、新しい取り組みでも、こ
ういうことがやれたらいいなと思いま
す。やっぱりその時はルール化ができ
ていないとなかなか取り組めない。そ
れについてひとつ取り組んでいる事例
を紹介する。

２－３　高松丸亀町商店街の取り組み

　高松丸亀町商店街では、道路の上に
通路を掛けて上に屋根がついていた
り、道路上にテーブルを配置したり
オープンスペースを作っている。非常
にファッショナブルな街であり、ここ

丸亀の商店街は、今では高知とか徳島
から人を呼んでいると言うことです。
実際には相当な管理者の協議とか警察
庁の協議があって、それを何度も何度
もクリアして、こういう形になったそ
うだ。
　これは高松の街づくり会社がやって
いるのだが、その委員会に東京の錚々
たるメンバーの先生方が入った委員会
があり、先生方がおっしゃっているな
らということで、警察協議とか建築の
協議等を含めて議論し、やっとこうい
う形になったということだ。
　できればそれをルール化して、もっ
と簡単にいろいろな地方の都市でもで
きるような形になったらいいと思う
し、国のほうもお金がないので、そう
いうところに力を注いでもらいたい。


	三_00道路88_目次
	三_01-03_道路_巻頭
	三_04-09_道路_特集1_世界会議
	三_10-13_道路_特集1_テクニカルツアー
	三_14-18_道路_特集1_北京報告会
	三_19-24_道路_特集2_デモ
	三_25-26_道路_特集2_シンポジウム
	三_27-29_道路_レポ1_開催
	三_30-35_道路_レポ2_首都圏
	三_36-37_道路_レポ3_荷さばき
	三_38-42_道路_レポ4_予算説明
	三_43-44_道路_レポ5_研修会
	三_45_道路_インフォ奥付



